
 
 

 

 

 

 

 

 

  

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（窓 口 相 談） 

（事前相談書の提出） 

環境影響評価書案の提出 
                7条 

関係区域の決定・公示 
環境影響評価書案の概要を 
公示・縦覧           8条 
            

関係人への説明会    9条 

市民からの意見書    10条 

環境評価審査委員会への諮問 
・答申          13条 

審査書の送付・概要の公示  14条 

環境影響評価書の提出 
環境影響評価書の概要を公示 
                 15条 
            

完了書の交付・公示・縦覧  16条 

公聴会の開催   11条 

見解書の提出 

見解書の概要を公示・縦覧 
            12条 

            

構想届出書の提出・告示 

表示板の設置 
関係住民への周知 19～20条 

事前相談申出書の提出・告示 
                  21条 

（窓 口 相 談） 
            

事前協議申請書の提出 
  告示・縦覧      
【事前協議事項】          

・まちづくり基本計画に関する事項 

・推進地区基本計画及び地区まちづくり

協定に関する事項 

・つくる条例の評価書・完了書の内容に関

する事項 

・景観条例の配慮書・完了書の内容に関

する事項 

・説明会の開催等に関する事項 

・開発事業の基準等に関する事項 

23条 

協 定 の 締 結      25条 
            

事前協議確認通知書の交付・告示 
                    26条 

都市計画法第 32条協議 
 

各課との協議 
関係機関との協議 

    36～47条 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

近隣住民への説明会
の開催等  

22条 
            

※市条例手続きと並行し

て神奈川県との相談・

協議を進めてください。 

許許認認可可のの申申請請等等  
 

着手届の提出・
告示    29条 

 
            

完了届の提出 
      31条 

            

完了検査・ 
適合証の交付  31条 

逗 子 市 ま ち づ く り 条 例 逗子市の良好な都市環境をつくる条例 
 

神奈川県横須賀土木事務所 
            

紛争調整  あっせん   49条 
 

紛争調整 調停   50条 
 

関係住民と事業者間の紛争調整

（まちづくり条例   第 6章） 

            

紛争調整の打切り   49・50条 
 

※  紛争調整制度   
            

着手届   

公示       21条 
            

完了届   

公示       22条 

            

許認可の申請等の経由 
・開発行為許可申請 

・道路位置指定の申請 
・宅造許可申請 
・建築確認申請    など 

※紛争調整制度は、事前協議申請書が提出さ

れた日（公聴会の開催・議会意見の求めがあ

った場合は、それらの手続きが終了した日）

以後より手続きが可能となります。 

事後の評価   

28条の 2 
            

（窓 口 相 談） 

事前相談書の提出 19条 

景観配慮書案の提出 20条          

景観配慮書案の概要を 

公示・縦覧          21条 

関係人への説明会 22条 

市民からの意見書 有 
23条 

景観審査委員会への諮問・ 
答申           26条 

審査書の送付・概要の公示 27条 

配慮書の提出 
配慮書の概要を公示  28条  

完了書の交付・公示・縦覧  29条 

公聴会の開催  24条  

見解書の提出   25条 
見解書の概要を公示・縦覧 

            

逗 子 市 景 観 条 例 
            

市民からの意見書 無 
23条 

逗子市における開発事業の手続フロー  

報 
 

告 

景
観
配
慮
要
望
書 

 一定規模以上の開発行為等 

 

逗 子 市 景 観 条 例 
            

 特定小規模景観形成行為 

 

 一定規模以上の開発行為等 

 

公聴会の開催   34条 
            

市長の報告書 

告示・縦覧     35条 
            

議会に対する開発事業賛否

に係る意見の求め  35条 

議会の意見表明  35条 

逗 子 市 ま ち づ く り 条 例 
            

 特定小規模開発事業 

 特定開発事業Ａ 

 特定開発事業Ｂ 

※ 別フローをご参照ください。 

景観審査委員会への諮問・
答申 29条 5項 38条 6項 

勧告・公表 38条 

勧告 景観法 16条 3項 
命令 景観法 17条 1項 
           

（開発許可申請、建築確認申請または行為着手の 30日前までに）

景観配慮書の提出 28条 3項 

・建築行為等に関する届出 16条 2項（景観法16条1項） 
・屋外広告物に関する行為の届出 16条の 2 
 

窓 口 相 談 

            

景観計画の適合審査 

適合確認通知書交付     29条 

 

行為着手・完了届  31条 32条 

建築確認申請経由 （屋外広告物） 

開催日から 
約 30日後に

通知 

縦覧期間：事前
協議申請書の告
示の翌日から休
日を除く 3 週間
（中規模開発事
業・特定小規模
開発は 2週間） 

 

縦覧期間：告
示日の翌日か
ら 10日間 

 

縦覧期間内に開催 

 

縦覧期間内に開催 

 

縦覧期間：告示日
の翌日から休日を
除く 20日（小規模
対象事業は 10日） 

 

景観審査委員会は
不定期開催。日程
調整のうえ、開催
日の 14 日前まで
に正１部、副 12
部を提出 
 

 

住民説明要求期間：
構想届出書の告示の
翌日から 21日間（中
規模開発事業・特定
小規模開発事業は
14日間） 

 

周辺住民説明要求
期間：事前相談申
出書の告示の翌日
から 1ヵ月 

 

縦覧期間：報告書
の告示の翌日から
休日を除く 3週間 

 

開発事業が完了した
日の翌日から 10 日
以内に完了届を提出 

 

完了届の提出の翌日
から 14日以内 

 

検査を終了した日の
翌日から 10日以内 

 

環境影響評価
書案の告示日
の翌日から 30
日以内に作成
提出できる 

 

縦覧期間：完了書
の告示の翌日から
休日を除く 7日間 

 

縦覧期間：告示の
翌日から休日を除
く 10日間 

 

景観配慮書案の縦
覧後、必要がある
ときに開催。開催
予定日の 10 日前
に告示（小規模対
象事業は不要） 
 

 

縦覧期間：完了書
の告示の翌日から
休日を除く 7日間 

 

構想届出書提出の
翌日から５日以内
に表示板を設置 

縦覧期間：評価書案
の告示日の翌日か
ら 20日間 

 

確認通知書交付
までの標準処理
期間（公聴会開
催無） 
約 6カ月 

 

景観配慮書案の告
示日から 30 日（小
規模対象事業は 15
日）以内に作成提出
できる 

 



 

まちづくり条例 

（適用対象） 

第 18条 次節に定める開発事業の手続及び第 3節に定める開発事業の基準等は次に定める開発事業に適用される。 

(1) 開発行為で、開発区域の面積が 300平方メートル以上のもの 

(2) 建築行為で、次の各号のいずれかに該当するもの 

ア 建築物であって、その高さ(建築基準法施行令(昭和 25年政令第 338号)第 2条第 1項第 6号に規定する建築物の高さをいう。)が 10メートル以上のもの 

イ 共同住宅、長屋、寄宿舎、下宿その他これらに類する用途に供する建築物(以下「共同住宅等」という。)又は事務所、事業所、店舗等の非居住部分と住居

部分とが一体となった建築物(以下「併用住宅」という。)で当該計画戸数が 8戸(1区画 100平方メートル以上の非居住部分にあっては、当該床面積が 100平

方メートルをもって 1戸と換算する。)以上のもの 

ウ 建築物の延べ面積(建築基準法施行令第 2条第 1項第 4号本文に規定する延べ面積をいう。)が、1,000平方メートル以上のもの 

(3) 宅地造成等規制法(昭和 36年法律第 191号)の規定により許可申請を要する行為(以下「宅地造成行為」という。)で、区域の面積が 300平方メートル以上の

もの 

(4) 建築物で、その周辺の地表面の勾配が 30 度を超え、かつ、建築物に接する地表面の高低差が 3 メートルを超えるもの。ただし、車庫等で延べ面積が 33 平

方メートル未満で、かつ、階高 3メートル以下のものを除く。 

(5) 建築基準法第 88条において準用する同法第 6条第 1項又は第 6条の 2第 1項の規定による確認の申請が必要となる工作物。ただし、別に規則で定める工作

物を除く。 

(6) 第一種低層住居専用地域内における開発事業であって、その開発区域の面積が 100 平方メートル以上 300 平方メートル未満で、敷地の最下端と最上端の勾

配が 30度を超え、又はその高低差が 3メートルを超えるもの。ただし、風致地区内及び既に建築物が存在し宅地として利用されている区域を除く。 

(7) 建築基準法第 42条第 1項第 5号の規定による道路の位置の指定(以下「道路位置指定」という。)の申請を伴う開発行為であって、その開発区域の面積が 300

平方メートル未満のもの。ただし、その目的とするすべての建築物が現に存するもの及び前各号の規定に該当するものを除く。 

(8) 道路位置指定の公告後 1 年 6 月を経過するまでの間に、当該道路に隣接した土地で行う建築行為。ただし、当該道路位置指定の申請の際、現に建築物の敷

地として利用されている土地について、その全部(当該道路として利用される土地を除く。)を一の敷地として利用するもの及び前各号の規定に該当するもの

を除く。 

2 同一又は共同性を有する事業者が一体的利用がなされていた土地、所有者が同一であった土地又は隣接した土地において同時若しくは連続して行う開発行為及

び宅地造成行為(以下「開発行為等」という。)であって、全体として一体的土地利用又は一体的造成を行うとみなされる場合は、一の開発行為等とみなす。この

場合において、開発行為等には予定されているものを含み、市長は、必要があると認めるときは、土地の所有権等を証する書類の提出を求めることができる。 

3 前項の規定にかかわらず、先行する開発行為の目的とするすべての建築物の建築基準法第 7 条第 5 項の規定による検査済証が交付された後に行う開発行為又は

同検査済証が交付される前であって、次の各号のいずれかに該当する開発行為等については、一の開発行為等とみなさない。 

(1) 連続した開発行為等を行う場合で、先行する開発行為等が宅地造成等規制法の規定による許可を要する開発行為等である場合において、同法第 13条第 2項

の検査済証の交付後 1年 6月を経過した後に行う開発行為等 

(2) 連続した開発行為等を行う場合で、先行する開発行為等が建築基準法第 42条第 1項第 5号の規定により道の位置の指定を受けた場合において、当該指定の

公告後 1年 6月を経過した後に行う開発行為等 

 

逗子市の良好な都市環境をつくる条例施行規則 

（対象事業の要件） 

第３条 条例第２条第２号に規定する規則で定める行為は、次の各号に掲げるものとし、同号の規則で定める要件は、それぞれ当該各号に定める行為とする。  

(1) 土地の区画形質の変更 対象面積が 300平方メートル以上のもの。ただし、再開発型開発行為に関する開発許可制度の運用の適正化について（昭和 62年８

月 18 日付け建設省建設経済局長通達）の「記１単なる形式的な区画の分割又は統合によって建築物等を建築する行為の取扱い」により都市計画法（昭和 43

年法律第 100号）第４条第 12項に規定する開発行為に該当しないとされるものを除く。  

 (2) 木竹の伐採又は移植 木竹の集団の伐採又は移植で、対象面積が 300 平方メートル以上のもの。ただし、枯損若しくは仮植したもの、防災上若しくは通常

の管理上必要な行為又は松くい虫防除等法令若しくは法令に基づく処分による義務の履行のために必要なものを除く。 

 (3) 土石の採取 対象面積が 300平方メートル以上のもの。 

２ 同一又は共同性を有する事業者が、一体的利用がなされていた土地、所有者が同一であった土地又は隣接した土地において同時若しくは連続して行う前項各号

に掲げる行為であって、全体として一体的土地利用又は一体的造成を行うとみなされる場合は、一の行為とみなす。この場合において、予定されている行為を含

む。 

３ 前項の規定にかかわらず、先行する行為の目的とするすべての建築物の建築基準法（昭和 25 年法律第 201 号）第７条第５項の規定に基づく検査済証が交付さ

れた後に行う行為又は同検査済証が交付される前であって、次の各号のいずれかに該当する行為については、一の行為とみなさない。 

(1) 連続して第１項各号に掲げる行為を行う場合で、先行する当該行為が宅地造成等規制法（昭和 36年法律第 191号）に基づく許可を要するものである場合に

おいて、同法第 12条第２項の規定に基づく検査済証の交付後１年を経過した後に行う行為 

(2) 連続して第１項各号に掲げる行為を行う場合で、先行する当該行為が建築基準法第 42条第１項第５号の規定に基づき道の位置の指定を受けた場合において、

当該指定の公告後１年を経過した後に行う行為  

 

景観条例 

（行為の届出） 

第16条  法第16条第7項第11号の規定により景観計画の区域内において届出を除外するものは、次の各号に掲げる行為のいずれにも該当しないものとする。 

(1)  開発行為であって、開発区域の面積が300平方メートル以上のもの 

(2)  建築基準法第2条第13号に規定する建築であって、次の各号のいずれかに該当するもの 

ア  建築物であって、その高さ(建築基準法施行令(昭和25年政令第338号)第2条第1項第6号に規定する建築物の高さをいう。)が10メートル以上のもの 

イ  共同住宅、長屋、寄宿舎、下宿その他これらに類する用途に供する建築物(以下「共同住宅等」という。)又は事務所、事業所、店舗等の非住居部分と住居

部分とが一体となった建築物(以下「併用住宅」という。)で当該計画戸数が8戸(1区画100平方メートル以上の非居住部分にあっては、当該床面積が100平

方メートルをもって1戸と換算する。)以上のもの 

ウ  建築物の延べ面積が1,000平方メートル以上のもの 

(3)  建築基準法第88条の規定により同法第6条の確認の申請が必要となる工作物。ただし、別に規則で定める工作物を除く。 

2  前項の規定にかかわらず、景観計画に定める逗子駅周辺地区の区域のうち商業地域及び近隣商業地域において法第16条第7項第11号の規定により届出を除外す

るものは、前項に定めるもののほか、次の各号に掲げる行為のいずれにも該当しないものとする。 

(1)  建築物の新築、増築、改築又は移転であって、建築基準法第6条の確認の申請が必要なもの 

(2)  工作物の新設、増築、改築又は移転であって、建築基準法第88条の規定により同法第6条の確認の申請が必要なもの。 

(屋外広告物の届出)  

第16条の2  景観計画に定める逗子駅周辺地区及び東逗子駅周辺地区の区域内において屋外広告物の設置、修繕、模様替え又は色彩の変更でその見付け面積が2m2

以上のものを行おうとする者は、あらかじめその内容を市長に届け出なければならない。 


